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総則 Ⅰ．総則

1. 適用
(1) 本電気供給約款(以下｢この供給約款」といいます。)は当社が、一般送
配電事業者と締結した接続供給契約に基づき、当社と直接電気需給契約を締
結した法人のお客さまに対して、電気を供給するときの条件を定めたもので
す。なお、この供給約款に定めている内容と、当社との間で締結した電気需
給契約に定めている内容に相違がある場合は、電気需給契約に定めている内
容を優先するものといたします。

1. 適用
(1) この電気需給約款[低圧](以下｢この需給約款」といいます。)は当社が、
一般送配電事業者と締結した接続供給契約に基づき、当社と直接電気需給契
約（以下「需給契約」といいます。）を締結した法人のお客さまに対して、
電気を供給するときの条件を定めたものです。なお、当社との間で締結する
電気需給契約書または当社が需給契約成立の意思表示としてお客さまに通知
する電気需給契約通知書（以下「需給契約書等」といいます。）がこの需給
約款に定めている内容によりがたい場合は、お客さまと当社との協議のうえ
定めるものといたします。

(2) この供給約款は、当社による託送供給が、当社と一般配送電事業者との
間で締結する託送供給等約款における需要家にかかる事項の遵守をお客さま
が承諾していることを前提として行われるという点において、一般送配電事
業者の定める託送供給等約款に準じます。

(2) お客さまは、お客さまの需要場所を供給区域とする一般送配電事業者
（以下「当該一般送配電事業者」といいます。）の定める託送供給等約款そ
の他の供給条件等（以下「託送約款等」といいます。）を遵守するものとし
ます。

(3) この供給約款は当社の供給区域である次の地域に適用いたします。
沖縄電力を除く一般送配電事業者の各供給区域

(3)この需給約款は当社の供給区域である次の地域に適用いたします。
沖縄電力および電気事業法第2条第1項第8号イ項に定められている離島を除く
一般送配電事業者の各供給区域

(4)当社は需給契約の締結、必要手続きなどを行うにあたり、当社が指定する
連携事業者に一部の業務を委託する場合があります。

2. 供給約款の変更
(1) 当該一般送配電事業者の定める託送供給等約款が改定された場合、法
令・条例・規則等の改正によりこの供給約款の変更の必要が生じた場合、そ
の他、当社が必要と判断した場合には、当社は、この供給約款を変更するこ
とがあります。この場合は、この供給約款に定める電気料金、その他の供給
条件等は、変更後の電気供給約款によります。なお、当社は、この供給約款
を変更する際には、当社ホームページに掲載する等の方法によりお知らせい
たします。

2. 需給約款の変更
(1) 当社は、民法548条の４の規定にもとづき、当社が必要と判断した場合に
は、この需給約款を変更することがあります。この場合、変更後の電気需給
約款[低圧］の実施期日以後の電気料金その他の供給条件は、変更後の電気需
給約款[低圧］によります。

(2) お客さまの需要場所を供給区域とする当該一般送配電事業者の定める託
送約款等が改定された場合、または法令・条例・規則等の改正によりこの需
給約款の変更の必要が生じた場合、当社は、変更後の託送約款等または法
令・条例・規則等をふまえ、民法548条の4の規定にもとづき、この需給約款
を変更することがあります。この場合変更後の電気需給約款［低圧］の実施
期日以後の電気料金、その他の供給条件は、変更後の電気需給約款［低圧］
によります。

(3) 当社は、この需給約款を変更する際には、あらかじめ変更後の電気需給
約款[低圧]の内容およびその効力発生時期を当社ホームページに掲載する方
法、メールによる通知その他の当社が適当と判断した方法（以下「当社が適
切と判断した方法」といいます。）により事前にお知らせし、効力発生時期
が到来したときに、この需給約款が変更されるものといたします。

(4) 電気事業法施行規則第3条の12第1項各号に規定する事項を変更する場合
は、当社は、原則としてその変更の内容のみをお客さまにお知らせいたしま
す。

(2) 消費税および地方消費税の税率が変更された場合には、当社は、変更さ
れた税率に基づき、この供給条件および電気需給契約に定める電気料金を変
更いたします。この場合、契約期間中であっても、電気料金、その他の供給
条件は、変更後の電気供給約款および電気料金によります。

(5) 消費税および地方消費税の税率が変更された場合には、当社お客さま
は、変更された税率にもとづいて電気料金その他の債務に関わる消費税等相
当額を支払うものといたします。

(3) この供給約款の変更に伴い、当社が、変更の際の供給条件の説明、契約
変更前の書面交付および契約変更後の書面交付を行う場合、お客さまは、以
下の方法により行うことについて、あらかじめ承諾していただきます。
イ　供給条件の説明および契約変更前の書面交付を行う場合、当社ホーム
ページに掲載する方法、メールにより通知する方法その他当社が適切と判断
した方法により行い、説明および記載を要する事項のうち当該変更をしよう
とする事項のみを説明し、記載します。
ロ　契約変更後の書面交付を行う場合には、当社ホームページに掲載する方
法、メールにより通知する方法その他当社が適切と判断した方法により行
い、当社の名称および住所、お客さまとの契約年月日、当該変更をした事項
ならびに供給地点特定番号を記載します。
ハ　上記にかかわらず、この供給約款の変更が、法令の制定または改廃に伴
い当然必要とされる形式的な変更その他の供給契約の実質的な変更を伴わな
い内容である場合には、供給条件の説明および契約変更前の交付書面につい
ては、当社ホームページに掲載する方法、メールにより通知する方法その他
当社が適切と判断した方法により説明を要する事項のうち当該変更をしよう
とする事項の概要のみを、書面を交付することなく説明すること、および契
約変更後の書面交付をしないこととします。

(6) この需給約款の変更にともない、当社が、変更の際の供給条件の説明、
契約変更前の書面交付および契約変更後の書面交付を行う場合、お客さま
は、次の方法により行うことについて、あらかじめ承諾していただきます。
①供給条件の説明および契約変更前の書面交付を行う場合、当社が適切と判
断した方法により行い、説明および記載を要する事項のうち当該変更をしよ
うとする事項のみを説明し、記載いたします。
②契約変更後の書面交付を行う場合には、当社が適切と判断した方法により
行い、当社の名称および住所、契約変更年月日、当該変更をした事項ならび
に供給地点特定番号を記載いたします。
③①および②にかかわらず、この需給約款の変更が、法令の制定または改廃
にともない当然必要とされる形式的な変更その他の本契約の実質的な変更を
ともなわない内容である場合には、供給条件の説明および契約変更前の交付
書面については、当社が適切と判断した方法により、説明を要する事項のう
ち当該変更をしようとする事項の概要のみを、書面を交付することなく説明
すること、および契約変更後の書面交付をしないことについて、あらかじめ
承諾していただきます。
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(4) お客さまと当社との間で需給契約が成立した場合、この需給約款等を記
載した書面については、遅滞なく、当社が適切と判断した方法によりお客さ
まに交付するものとし、お客さまは、この点について、あらかじめ承諾して
いただきます。

3. 定義 3. 定義

(7) 需要場所
お客さまが電気を使用される場所をいい、原則として、以下のように取り扱
います。
① １構内または１建物を１需要場所といたします。なお、構内とは柵（植木
を含む。）、堀、溝、その他の客観的なしゃ断物によって明確に区画された
公衆が自由に出入りできない区域であって、原則として各建物が同一会計主
体に属するものをいいます。また、建物とは、他の構造物から独立し、明瞭
に単独とみなせる１建物をいいます。
② 上記①にかかわらず、隣接する複数の構内の場合において一般送配電事業
者が１需要場所と認めるときは、１需要場所といたします。

(22) 供給地点特定番号
需要場所において1つ付与される番号であって、一般送配電事業者または当
社が設備情報および使用量情報の閲覧または取得にあたり、対象供給地点を
特定するための識別番号をいいます。

(8) 供給地点特定番号
需要場所において付与される番号であって、対象となる需要場所を特定する
ための識別番号をいいます。

(9) 連携事業者
お客さまと当社との需給契約または変更等について、媒介または代理を業と
して行う者をいいます。

(8) 高圧
標準電圧6,000ボルトをいいます。

削除

(22) 消費税相当額
消費税法の規定により課される消費税および地方税法の規定により課される
地方消費税に相当する金額をいいます。

I. 契約 Ⅱ. 契約の締結

6. 需給契約
(1) お客さまが、当社との間で直接新たに電気の需給契約(以下｢需給契約｣
といいます。)を希望される場合は、あらかじめこの供給約款および託送供
給等約款における需要者に関する事項を遵守することを承諾のうえ、次の事
項を明らかにして、当社所定の様式にしたがって申込をしていただき、当社
が承諾することにより需給契約を締結して頂きます。ただし、当社の判断に
より、別途の方法により需給契約を締結することがあります。
契約種別、契約電流、契約容量、契約電力、使用開始希望日、使用期間、供
給地点番号および料金の支払方法

6. 需給契約の申込
(1) お客さまが、当社との間で直接新たに電気の需給契約を希望される場合
は、あらかじめこの需給約款および託送約款等における需要者に関する事項
を遵守することを承諾のうえ、次の事項を明らかにして、当社所定の様式に
従って申込していただきます。
契約種別、契約電流、契約容量、契約電力、使用開始希望日、供給地点特定
番号、電気料金単価等

(3) 供給設備の工事を要する場合は、原則として、当社から一般送配電事業
者の供給設備状況等について照会をいたしますが、用地事情等により供給開
始までに長期間を要することがあることをご了承ください。

(3) 供給設備の工事を要する場合は、用地事情等により供給開始までに長期
間を要することがあるため、原則として、お客さまが、あらかじめ当該一般
送配電事業者へ供給設備の状況等について照会していただき、当社に申込み
をしていただきます。なお、当該一般送配電事業者との協議の推移、および
結果によっては、当社からの電力供給が使用開始希望日から遅れる場合があ
り、それに付随する損害については、その直接、間接を問わず当社はその責
任の一切を負わないものといたします。

(4) 電圧または周波数の変動等によって損害を受けるおそれがある場合は、
無停電電源装置の設置等必要な措置を講じていただきます。また、お客さま
が保安等のために必要とされる電気については、その容量を明らかにしてい
ただき、保安用の発電設備の設置、蓄電池装置の設置等必要な措置を講じて
いただきます。

削除

7. 需給契約の成立および契約期間
(1) 需給契約は、契約書を締結したときに成立いたします。ただし、電子
メールやインターネット等の電磁的方法により、当社所定の様式にしたがっ
て申込をしていただいた場合は、当社が承諾したときに需給契約が成立する
ものとし、契約書は作成しないものといたします。

7. 需給契約の成立および契約期間
(1) 需給契約は、申込を当社が需給契約書等により承諾の意思表示をしたと
きに成立するものといたします。また、電子メールやインターネット等の電
磁的方法により、当社所定の様式にしたがって申込をしていただいた場合
も、同様に当社が需給契約書等により承諾の意思表示をしたときに成立する
ものといたします。
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9. 需給契約の単位
当社は、原則として、1需要場所について1契約種別を適用して、1需給契約
を結びます。

9. 需給契約の単位
当社は、1需要場所について1契約種別を適用して、1需給契約を結びます。た
だし、電灯または小型機器と動力をあわせて使用する需要で、従量電灯のう
ち１契約種別と低圧電力とをあわせて契約する場合を除きます。

10. 供給の開始
(1) 当社は、当社とお客さまとの間で需給契約が成立したときには、需給契
約に則り需給開始日を定め、供給準備その他必要な手続きを経たのち、電気
を供給いたします。

10. 供給の開始
(1) 当社は、お客さまの需給契約の申込を承諾したときには、当該一般送配
電事業者と調整のうえ需給契約書等に則り需給開始日を定め、供給準備その
他必要な手続きを経たのち、電気の供給を開始いたします。

(3) 当該一般送配電事業者との間で接続供給契約の締結その他の電気の供給
に必要な手続きが完了しない場合には、電気の供給が開始されないことにつ
き、お客さまは、あらかじめ承諾していただきます。なお、電気の供給が開
始されないことに付随する損害については、当社に故意または過失がある場
合を除き、その直接、間接を問わず当社はその責任の一切を負わないものと
いたします。

II.契約種別および料金 Ⅲ．契約種別および料金

12. 契約種別
(1) 北海道電力株式会社、東北電力株式会社、東京電力パワーグリッド株式
会社、中部電力株式会社、北陸電力株式会社および九州電力株式会社（以下
「東電等」といいます。）の各供給区域における契約種別は、次のとおりと
いたします。なお、この供給約款に記載のない契約種別については、当社と
の間で締結する電気需給契約で定めるものといたします。

12. 契約種別
(1) 北海道電力ネットワーク株式会社、東北電力ネットワーク株式会社、東
京電力パワーグリッド株式会社、中部電力パワーグリッド株式会社、北陸電
力送配電株式会社および九州電力送配電株式会社（以下「東電等」といいま
す。）の各供給区域における契約種別は、次のとおりといたします。なお、
この需給約款に記載のない契約種別については、当社との間で締結する需給
契約書等に定めるものといたします。

(2)関西電力株式会社、中国電力株式会社および四国電力株式会社（以下
「関電等」といいます。）の各供給区域における契約種別は、次のとおりと
いたします。なお、この供給約款に記載のない契約種別については、当社と
の間で締結する電気需給契約で定めるものといたします。

(2)関西電力送配電株式会社、中国電力ネットワーク株式会社および四国電力
送配電株式会社（以下「関電等」といいます。）の各供給区域における契約
種別は、次のとおりといたします。なお、この需給約款に記載のない契約種
別については、当社との間で締結する需給契約書等に定めるものといたしま
す。

13. 東電等の各供給区域における従量電灯
(1) 従量電灯Ａ
ニ) 料金
料金は、使用電力量にお客さまとの協議によって定めた使用電力量ごとの料
金単価を乗じて算出する電力量料金（ただし、お客さまが一定の使用電力量
を超えて使用されなかった場合には、お客さまとの協議によって定めた最低
料金）および別表1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）(3)によって算定
された再生可能エネルギー発電促進賦課金の合計といたします。ただし、別
表2（燃料費調整）(1)イ）によって算定された平均燃料価格が別表2（燃料
費調整）(1)ロ）(イ)の場合は、別表2（燃料費調整）(1)ニ）によって算定
された燃料費調整額を差し引いたものとし、別表2（燃料費調整）(1)イ）に
よって算定された平均燃料価格が別表2（燃料費調整）(1)ロ）(ロ)または
（ハ）の場合は、別表2（燃料費調整）(1)ニ）によって算定された燃料費調
整額を加えたものといたします。

13. 東電等の各供給区域における従量電灯
(1) 従量電灯Ａ
④ 料金
料金は、その1月の使用電力量にもとづき、お客さまとの協議によって定めた
使用電力量ごとの料金単価を乗じて算出する電力量料金（ただし、お客さま
が一定の使用電力量を超えて使用されなかった場合には、お客さまとの協議
によって定めた最低料金）および別表1（再生可能エネルギー発電促進賦課
金）(3)によって算定された再生可能エネルギー発電促進賦課金の合計といた
します。ただし、別表2（燃料費調整）(1)①によって算定された平均燃料価
格が別表2（燃料費調整）(1)②に定めるｘ円を下回る場合は、別表2（燃料費
調整）(1)④によって算定された燃料費調整額を差し引いたものとし、別表2
（燃料費調整）(1)①によって算定された平均燃料価格が別表2（燃料費調
整）(1)②に定めるｘ円を上回る場合は、別表2（燃料費調整）(1)④によって
算定された燃料費調整額を加えたものとし、九州電力送配電株式会社の供給
区域にその需要場所が存するお客さまにおける電力量料金は、燃料費調整額
のほか、別表7（離島ユニバーサルサービス調整）（1）①によって算定され
た離島平均燃料価格が別表7（離島ユニバーサルサービス調整）（1）②に定
めるｘ円を下回る場合は、別表7（離島ユニバーサルサービス調整）（1）④
によって算定された離島ユニバーサルサービス調整額を差し引いたものと
し、別表7（離島ユニバーサルサービス調整）（1）①によって算定された離
島平均燃料価格がｘ円を上回る場合は、別表7（離島ユニバーサルサービス調
整）（1）④によって算定された離島ユニバーサルサービス調整額を加えたも
のといたします。



変更前 変更後

ニ) 料金
料金は、お客さまとの協議により定めた基本料金、使用電力量にお客さまと
の協議により定めた使用電力量ごとの料金単価を乗じて算出する電力量料金
および別表1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）(3)によって算定された
再生可能エネルギー発電促進賦課金の合計といたします。ただし、電力量料
金は、別表2（燃料費調整）(1)イ）によって算定された平均燃料価格が別表
2（燃料費調整）(1)ロ）(イ)の場合は、別表2（燃料費調整）(1)ニ）によっ
て算定された燃料費調整額を差し引いたものとし、別表2（燃料費調整）(1)
イ）によって算定された平均燃料価格が別表2（燃料費調整）(1)ロ）(ロ)ま
たは（ハ）の場合は、別表2（燃料費調整）(1)ニ）によって算定された燃料
費調整額を加えたものといたします。ただし、まったく電気を使用しない場
合の基本料金は、半額といたします。
上記で算定された基本料金および電力量料金との合計がお客さまとの協議に
より定めた最低月額料金を下回る場合は、その1月の料金は、当該最低月額
料金および別表1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）(3)によって算定さ
れた再生可能エネルギー発電促進賦課金の合計といたします。

(2) 従量電灯Ｂ
④ 料金
料金は、お客さまとの協議により定めた基本料金、お客さまとの協議により
定めた使用電力量ごとの料金単価にその1月の使用電力量を乗じて算出する電
力量料金および別表1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）(3)によって算
定された再生可能エネルギー発電促進賦課金の合計といたします。ただし、
電力量料金は、別表2（燃料費調整）(1)①によって算定された平均燃料価格
が別表2（燃料費調整）(1)②に定めるｘ円を下回る場合は、別表2（燃料費調
整）(1)④によって算定された燃料費調整額を差し引いたものとし、別表2
（燃料費調整）(1)①によって算定された平均燃料価格が別表2（燃料費調
整）(1)②に定めるｘ円を上回る場合は、別表2（燃料費調整）(1)④によって
算定された燃料費調整額を加えたものとし、九州電力送配電株式会社の供給
区域にその需要場所が存するお客さまにおける電力量料金は、燃料費調整額
のほか、別表7（離島ユニバーサルサービス調整）（1）①によって算定され
た離島平均燃料価格が別表7（離島ユニバーサルサービス調整）（1）②に定
めるｘ円を下回る場合は、別表7（離島ユニバーサルサービス調整）（1）④
によって算定された離島ユニバーサルサービス調整額を差し引いたものと
し、別表7（離島ユニバーサルサービス調整）（1）①によって算定された離
島平均燃料価格がｘ円を上回る場合は、別表7（離島ユニバーサルサービス調
整）（1）④によって算定された離島ユニバーサルサービス調整額を加えたも
のといたします。
なお、まったく電気を使用しない場合の基本料金は、半額といたします。上
記で算定された基本料金および電力量料金との合計がお客さまとの協議によ
り定めた最低月額料金を下回る場合は、その1月の料金は、当該最低月額料金
および別表1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）(3)によって算定された
再生可能エネルギー発電促進賦課金の合計といたします。

ホ) 料金
料金は、お客さまとの協議により定めた基本料金、使用電力量に使用電力量
にお客さまとの協議により定めた時季ごとの料金単価を乗じて算出する電力
量料金および別表1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）(3)によって算定
された再生可能エネルギー発電促進賦課金の合計といたします。ただし、電
力量料金は、別表2（燃料費調整）(1)イによって算定された平均燃料価格が
別表2（燃料費調整）(1)ロ(イ)の場合は、別表2（燃料費調整）(1)ニによっ
て算定された燃料費調整額を差し引いたものとし、別表2（燃料費調整）(1)
イによって算定された平均燃料価格が別表2（燃料費調整）(1)ロ(ロ)または
（ハ）の場合は、別表2（燃料費調整）(1)ニによって算定された燃料費調整
額を加えたものといたします。ただし、まったく電気を使用しない場合の基
本料金は、半額といたします。

(3) 従量電灯Ｃ
⑤ 料金
料金は、お客さまとの協議により定めた基本料金、お客さまとの協議により
定めた使用電力量ごとの料金単価にその1月の使用電力量を乗じて算出する電
力量料金および別表1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）(3)によって算
定された再生可能エネルギー発電促進賦課金の合計といたします。ただし、
電力量料金は、別表2（燃料費調整）(1)①によって算定された平均燃料価格
が別表2（燃料費調整）(1)②に定めるｘ円を下回る場合は、別表2（燃料費調
整）(1)④によって算定された燃料費調整額を差し引いたものとし、別表2
（燃料費調整）(1)①によって算定された平均燃料価格が別表2（燃料費調
整）(1)②に定めるｘ円を上回る場合は、別表2（燃料費調整）(1)④によって
算定された燃料費調整額を加えたものとし、九州電力送配電株式会社の供給
区域にその需要場所が存するお客さまにおける電力量料金は、燃料費調整額
のほか、別表7（離島ユニバーサルサービス調整）（1）①によって算定され
た離島平均燃料価格が別表7（離島ユニバーサルサービス調整）（1）②に定
めるｘ円を下回る場合は、別表7（離島ユニバーサルサービス調整）（1）④
によって算定された離島ユニバーサルサービス調整額を差し引いたものと
し、別表7（離島ユニバーサルサービス調整）（1）①によって算定された離
島平均燃料価格がｘ円を上回る場合は、別表7（離島ユニバーサルサービス調
整）（1）④によって算定された離島ユニバーサルサービス調整額を加えたも
のといたします。
なお、まったく電気を使用しない場合の基本料金は、半額といたします。

(5) 料金
料金は、お客さまとの協議によって定めた基本料金、使用電力量に使用電力
量または時季ごとに定められた料金単価を乗じて算出する電力量料金および
別表1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）(3)によって算定された再生可
能エネルギー発電促進賦課金の合計といたします。ただし、基本料金は、次
のとおり力率割引または割増しをする場合は、力率割引または割増しをした
ものといたします。また、電力量料金は、別表2（燃料費調整）(1)イ）に
よって算定された平均燃料価格が別表2（燃料費調整）(1)ロ）(イ)の場合
は、別表2（燃料費調整）(1)ニ）によって算定された燃料費調整額を差し引
いたものとし、別表2（燃料費調整）(1)イ）によって算定された平均燃料価
格が別表2（燃料費調整）(1)ロ）(ロ)または（ハ）の場合は、別表2（燃料
費調整）(1)ニ）によって算定された燃料費調整額を加えたものといたしま
す。ただし、まったく電気を使用しない場合の基本料金は、半額といたしま
す。

15. 低圧電力
(5) 料金
① 料金は、お客さまとの協議によって定めた基本料金、お客さまとの協議に
よって定めた夏季またはその他季の料金単価を乗じて算出する電力量料金お
よび別表1（再生可能エネルギー発電促進賦課金）(3)によって算定された再
生可能エネルギー発電促進賦課金の合計といたします。ただし、基本料金
は、②によって力率割引または割増しをする場合は、力率割引または割増し
をしたものといたします。また、電力量料金は、別表2（燃料費調整）(1)①
によって算定された平均燃料価格が別表2（燃料費調整）(1)②に定めるｘ円
を下回る場合は、別表2（燃料費調整）(1)④によって算定された燃料費調整
額を差し引いたものとし、別表2（燃料費調整）(1)①によって算定された平
均燃料価格が別表2（燃料費調整）(1)②に定めるｘ円を上回る場合は、別表2
（燃料費調整）(1)④によって算定された燃料費調整額を加えたものとし、九
州電力送配電株式会社の供給区域にその需要場所が存するお客さまにおける
電力量料金は、燃料費調整額のほか、別表7（離島ユニバーサルサービス調
整）（1）①によって算定された離島平均燃料価格が別表7（離島ユニバーサ
ルサービス調整）（1）②に定めるｘ円を下回る場合は、別表7（離島ユニ
バーサルサービス調整）（1）④によって算定された離島ユニバーサルサービ
ス調整額を差し引いたものとし、別表7（離島ユニバーサルサービス調整）
（1）①によって算定された離島平均燃料価格がｘ円を上回る場合は、別表7
（離島ユニバーサルサービス調整）（1）④によって算定された離島ユニバー
サルサービス調整額を加えたものといたします。なお、まったく電気を使用
しない場合の基本料金は、半額といたします。



変更前 変更後

低圧電力における力率割引および割増し
電気機器の力率をそれぞれの入力によって別表4（加重平均力率の算定）に
より加重平均してえた値が、85パーセントを上回る場合（（4)ロにより契約
電力を定める場合を含みます。）は、基本料金を5パーセント割引し、85
パーセントを下回る場合は、基本料金を5パーセント割増しいたします。

② 低圧電力における力率割引および割増し
電気機器の力率をそれぞれの入力によって別表4（加重平均力率の算定）によ
り加重平均してえた値が、85パーセントを上回る場合（（4)ロ②により契約
電力を定める場合を含みます。）は、基本料金を5パーセント割引し、85パー
セントを下回る場合は、基本料金を5パーセント割増しいたします。この場
合、電気機器の力率は、託送約款等に定める基準に適合した容量の進相用コ
ンデンサが取り付けてあるものについては90パーセント、取り付けてないも
のについては80パーセント、電熱器については100パーセントといたします。
なお、まったく電気を使用しないその1月の力率は、85パーセントとみなしま
す。

17. 検針日
検針日は、次により、実際に検針を行った日または検針を行ったものとされ
る日といたします。

17. 検針日
検針日は、託送約款等に定めるところによるものといたします。

(1) 検針は、お客さまごとに一般送配電事業者が定めた日（一般送配電事業
者がお客さまの属する検針区域に応じて定めた毎月一定の日および休日等を
考慮して定めます。）に、各月ごとに行ないます。

削除

(2) お客さまが不在等のため検針できなかった場合は、検針に伺った日に検
針を行ったものといたします。

削除

(3) 一般送配電事業者は、やむをえない事情のある場合には、(1)にかかわ
らず、一般送配電事業者が定めた日以外の日に検針を行なうことがありま
す。

削除

(4) 一般送配電事業者は、次の場合には、(1)にかかわらず、各月ごとに検
針を行なわないことがあります。
なお、一般送配電事業者は、ロの場合は、非常変災等の場合を除き、あらか
じめお客さまの承諾をえるものといたします。
イ) 需給開始日からその直後のお客さまの属する検針区域の検針日までの期
間が短い場合
ロ) その他特別の事情がある場合

削除

(5) (3)の場合で、検針を行ったときは、一般送配電事業者が定めた日に検
針を行ったものといたします。

削除

(6) (4)イの場合で、検針を行なわなかったときは、需給開始の直後のお客
さまの属する検針区域の検針日に検針を行ったものといたします。

削除

(7) (4)ロの場合で、検針を行なわなかったときは、検針を行なわない月に
ついては、一般送配電事業者が定めた日に検針を行ったものといたします。

削除

18. 料金の算定期間
料金の算定期間は、前月の検針日から当月の検針日の前日までの期間（以下
「検針期間」といいます。）といたします。ただし、電気の供給を開始し、
または需給契約が消滅した場合の料金の算定期間は、開始日から直後の検針
日の前日までの期間または直前の検針日から消滅日の前日までの期間といた
します。

18. 料金の算定期間
料金の算定期間は、託送約款等に定める計量期間または検針期間等（以下
「計量期間等」といいます。）といたします。ただし、電気の供給を開始
し、または需給契約が消滅した場合の料金の算定期間は、開始日から開始日
を含む計量期間等の終期までの期間または消滅日の前日を含む計量期間等の
始期から消滅日の前日までの期間といたします。

19. 使用電力量の計量
(1) 使用電力量の計量は、託送供給等約款における接続供給電力量をもって
使用電力量といたします。

19. 使用電力量の算定
(1) 使用電力量の算定は、託送約款等における接続供給電力量といたしま
す。

(2) 次の場合には、当社は託送供給等約款に基づき、一般送配電事業者との
協議によって使用電力量を定めます。この場合、協議により定めた値を、計
量された電力量といたします。
イ) 技術上、経済上やむをえない場合等特別の事情がある場合で、計量器を
取り付けない場合
ロ) 17（検針日）(2)または(4)の場合で、検針を行わなかった場合
ハ) 計量器の故障等によって使用電力量を正しく計量できなかった場合

(2) 計量器の故障等によって使用電力量を正しく計量できなかった場合に
は、使用電力量は、託送約款等に定めるところにより、お客さまと当社との
協議を踏まえ、当社と当該一般送配電事業者との協議によって定めます。

(3) 計量器の読みは、乗率を有しない記録型計量器により計量する場合は、
最小値までといたします。

削除

(4) 使用電力量は、供給電圧と同位の電圧で計量いたします。 削除

(5) 当社は、料金を請求する際に、検針の結果をお客さまにお知らせいたし
ます。

削除

(6) 記録型計量器により計量する場合は、記録型計量器に記録された電力量
計の値の表示は行いません。

削除

20. 料金の算定 20. 料金の算定

(1)イ) 電気の供給を開始し、再開し、休止し、もしくは停止し、または需
給契約が消滅した場合

(1)① 電気の供給を開始し、再開し、もしくは停止し、または需給契約が消
滅した場合



変更前 変更後

(3) 18（料金の算定期間）の場合で検針期間の日数がその検針期間の始期に
対応する検針の基準となる日の属する月の日数に対し、5日を上回り、また
は下回るときにおいても料金の算定期間は「1月」として算定いたします。

(3)③ 計量期間等の日数がその計量期間等の始期に対応する当該一般送配電
事業者がお客さまの属する検針区域に応じて定めた毎月一定の日の属する月
の日数に対し、5日を上回り、または下回るとき。

21. 日割計算
(1) 当社は、20（料金の算定）(1)イ）、ロ）の場合は、次により料金を算
定いたします。
イ) 電気料金は、別表6（日割計算の基本算式）(1)イ）、ロ）により日割計
算をいたします。
ロ) 再生可能エネルギー発電促進賦課金は、日割計算の対象となる期間ごと
の使用電力量に応じて別表6（日割計算の基本算式）(1)ハ）により算定いた
します。

21. 日割計算
(1) 当社は、20（料金の算定）(1)①、②または③の場合は、次により料金を
算定いたします。
① 基本料金、最低料金または最低月額料金は、別表6（日割計算の基本算
式）(1)①により日割計算をいたします。
② 電力量料金は、日割計算の対象となる期間ごとの使用電力量に応じて算定
いたします。ただし、従量電灯の料金適用上の電力量区分については、別表6
（日割計算の基本算式）(1)②または③により算定いたします。
③ 再生可能エネルギー発電促進賦課金（最低料金の再生可能エネルギー発電
促進賦課金を除きます。）は、日割計算の対象となる期間ごとの使用電力量
に応じて別表6（日割計算の基本算式）(1)④により算定いたします。
④ ①、②および③によりがたい場合は、これに準じて算定いたします。

(2) 20（料金の算定）(1)イ）の場合により日割計算をするときは、日割計
算対象日数には開始日および再開日を含み、休止日、停止日および消滅日を
除きます。また、20（料金の算定）(1)ロ）の場合により日割計算をすると
きは、変更後の料金は、変更のあった日から適用いたします。

(2) 20（料金の算定）(1)①の場合により日割計算をするときは、日割計算対
象日数には開始日および再開日を含み、停止日および消滅日を除きます。ま
た、20（料金の算定）(1)②の場合により日割計算をするときは、変更後の料
金は、変更のあった日から適用いたします。

(3) 力率に変更を生ずるような契約負荷設備の変更等がある場合の基本料金
は、その前後の力率にもとづいて、別表6（日割計算の基本算式）(1)イ）、
ロ）により日割計算をいたします。

(3) 力率に変更を生ずるような契約負荷設備の変更等がある場合の基本料金
は、その前後の力率にもとづいて、別表6（日割計算の基本算式）(1)①によ
り日割計算をいたします。

(4) 当社は、日割計算をする場合には、必要に応じて当社が直接そのつど計
量値の確認をいたします。

削除

22. 料金の支払義務および支払期日
(1) お客さまの料金の支払義務は、次の日に発生いたします。
イ) 支払義務の発生日は、検針日といたします。ただし、17（検針日）(5)
の場合の料金については実際に検針を行なった日とし、17（検針日)(6)の場
合の料金については次回の検針日とし、19（使用電力量の計量）(2)ロ）、
ハ）の場合は、料金の算定期間の使用電力量が協議によって定められた日と
いたします。また、19（使用電力量の計量）(2)イ）の場合は、そのお客さ
まの属する検針区域の検針日または契約使用開始日およびその各月の応当日
といたします。ただし、お客さまと当社との協議によって、検針日が属する
月の翌月1日とする場合もございます。

22. 料金の支払義務および支払期日
(1) お客さまの料金の支払義務は、次の日に発生いたします。
① 支払義務の発生日は、検針日といたします。
② 需給契約が消滅した場合は、消滅日といたします。ただし、特別の事情が
あって需給契約の消滅日以降に計量値の確認を行なった場合は、その日とい
たします。

23. 料金その他の支払方法 23. 料金その他の支払方法

(5) 17（検針日）(6)の場合、需給開始日から直後の検針日の前日までを算
定期間とする料金は、需給開始の直後の検針日から次回の検針日の前日まで
を算定期間とする料金とあわせて支払っていただきます。

削除

(6) 料金については、当社は、当社に特別の事情がある場合で、あらかじめ
お客さまの承諾をえたときには、(1)にかかわらず、当社の指定する支払期
方法で支払っていただくことがあります。

削除

(7) 料金については、当社の希望により、あらかじめ前受金をお預かりする
ことがあります。また、当社は、前受金について利息を付しません。なお、
前払金は、原則として予想月額料金の3月分に相当する金額をこえないもの
とし、使用開始後の料金に順次充当いたします。この場合、充当後の残額は
お返しいたします。

(7) 料金については、当社はお客さまが希望される場合には、あらかじめ前
受金をお預かりすることがあります。なお、当社は、前受金について利息を
付しません。

25. 保証金 25. 保証金

(1) 当社は、お客さまが次のいずれかに該当する場合には、供給の開始もし
くは再開に先だって、または供給継続の条件として、お客さまに対し、予想
月額料金の3月分に相当する金額をこえない範囲で保証金を預けていただく
よう求めることができます。
イ) 支払期日を経過してなお料金を支払われなかった場合
ロ) 新たに電気を使用し、または契約電力等を増加される場合で、次のいず
れかに該当するとき。
(イ) 他の需給契約（既に消滅しているものを含みます。）の料金を支払期
日を経過してなお支払われなかった場合
(ロ) 支払期日を経過してなお料金を支払われないことが予想される場合

(1) 当社は、お客さまがに与信上の懸念があると認められた場合その他当社
が必要と判断した場合には、供給の開始もしくは再開に先だって、または供
給継続の条件として、保証金を預けていただくことがあります。保証金は、
予想月額料金の3月分に相当する金額を基準として決定し、保証金の預かり期
間は、契約期間の範囲内といたします。
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(4) 当社は、需給契約が消滅した場合またはお客さまが支払期日を経過して
なお料金を支払われなかった場合には、保証金およびその利息をお客さまの
支払額に充当することがあります。この場合、保証金の利息をもって充当
し、なお充当すべき金額があるときは、保証金より充当し、その残額をお返
しいたします。また、当社は、あらためて(1)によって算定した保証金を預
けていただくことがあります。

(3) 当社は、需給契約が消滅した場合またはお客さまが支払期日を経過して
なお料金を支払われなかった場合には、保証金をお客さまの支払額に充当す
ることがあります。

(4) 当社は、保証金について利息を付しません。

(5) 当社は、需給契約が消滅した場合は、保証金をお返しいたします。ただ
し(3)により支払額に充当した場合は、その残額をお返しいたします。

IV. 使用および供給 V. 使用および供給

28. 需要場所への立入りによる業務の実施
当社が必要と認めた場合、または一般送配電事業者から要請があった場合、
当社または一般送配電事業者は、次の業務を実施するため、お客さまの土地
または建物に立ち入らせていただきます。なお、お客さまのお求めに応じ、
係員は、所定の証明書を提示いたします。
(1) 需給地点に至るまでの一般送配電事業者の供給設備または計量器等需要
場所内の一般送配電事業者の電気工作物の設計、施工（取付けおよび取外し
を含みます。）、改修または検査
(2) 44（保安に対するお客さまの協力）によって必要なお客さまの電気工作
物の検査等の業務
(3) 不正な電気の使用を防止するために必要なお客さまの電気機器の試験、
契約負荷設備、契約主開閉器もしくはその他電気工作物の確認もしくは検査
または電気の使用用途の確認
(4) 計量器の検針または計量値の確認
(5) 30（供給の停止）、38（需給契約の廃止）(1)または40（需給契約の解
除・解約）により必要な処置
(6) その他この供給約款によって、需給契約の成立、変更もしくは終了等に
必要な業務または一般送配電事業者の電気工作物にかかわる保安の確認に必
要な業務

28. 需要場所への立入りによる業務の実施
当社がまたは当該一般送配電事業者は、次の業務を実施するため、お客さま
の承諾をえてお客さまの土地または建物に立ち入らせていただくことがあり
ます。この場合には、正当な理由がない限り、立ち入ることおよび業務を実
施することを承諾していただきます。なお、お客さまのお求めに応じ、当社
または当該一般送配電事業者の係員は、所定の証明書を提示いたします。
(1) 不正な電気の使用を防止するために必要なお客さまの電気機器の試験、
契約負荷設備、契約主開閉器もしくはその他電気工作物の確認もしくは検査
または電気の使用用途の確認
(2) 計量器の検針または計量値の確認
(3) その他この需給約款によって、需給契約の成立、変更もしくは終了等に
必要な業務

29. 電気の使用にともなうお客さまの協力
(1) お客さまの電気の使用が、次の原因で他のお客さまの電気の使用を妨害
し、もしくは妨害するおそれがある場合、または一般送配電事業者もしくは
他の電気事業者の電気工作物に支障を及ぼし、もしくは支障を及ぼすおそれ
がある場合（この場合の判定は、一般送配電事業者がその原因となる現象が
最も著しいと認めた地点で行ないます。）には、お客さまの負担で、必要な
調整装置または保護装置を需要場所に施設していただくものとし、とくに必
要がある場合には、供給設備を変更し、または専用供給設備を施設して、こ
れにより電気を使用していただきます。
イ) 負荷の特性によって各相間の負荷が著しく平衡を欠く場合
ロ) 負荷の特性によって電圧または周波数が著しく変動する場合
ハ) 負荷の特性によって波形に著しいひずみを生ずる場合
ニ) 著しい高周波または高調波を発生する場合
ホ) その他イ）、ロ）、ハ）またはニ）に準ずる場合
(2) お客さまが発電設備を一般送配電事業者の供給設備に電気的に接続して
使用される場合は、(1)に準ずるものといたします。また、この場合は、法
令で定める技術基準（以下「技術基準」といいます。）、その他の法令等に
したがい、一般送配電事業者の供給設備の状況等を勘案して技術上適当と認
められる方法によって接続していただきます。

削除

30. 供給の停止
(1) お客さまが次のいずれかに該当する場合には、当社は、そのお客さまに
ついて電気の供給停止を一般送配電事業者に依頼することがあります。
イ) お客さまの責めとなる理由により生じた保安上の危険のため緊急を要す
る場合
ロ) お客さまの需要場所内の一般送配電事業者の電気工作物を故意に損傷
し、または亡失して、一般送配電事業者に重大な損害を与えた場合
ハ) 託送供給等約款の定めに反して、一般送配電事業者の電線路または引込
線とお客さまの電気設備との接続を行なった場合

29. 供給の停止
(1) お客さまが次のいずれかに該当する場合には、当社は、そのお客さまに
ついて電気の供給を停止することがあります。
① お客さまが料金を支払期日をさらに20日経過してなお支払われない場合
② お客さまが他の需給契約（既に消滅しているものを含みます。）の料金を
支払期日をさらに20日経過してなお支払われない場合
③ この需給約款によって支払いを要することとなった料金以外の債務（延滞
利息、保証金、違約金、工事費負担金等相当額その他この需給約款から生ず
る金銭債務をいいます。）を支払われない場合
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(2) お客さまが次のいずれかに該当し、当社もしくは一般送配電事業者がそ
の旨を警告しても改めない場合には、当社は、そのお客さまに係る電気の供
給停止を一般送配電事業者に依頼することがあります。
イ) お客さまの責めとなる理由により保安上の危険がある場合
ロ) 電気工作物の改変等によって不正に電気を使用された場合
ハ) 契約負荷設備以外の負荷設備によって電気を使用された場合
ニ) 低圧電力の場合で、電灯または小型機器を使用されたとき。
ホ) 28（需要場所への立入りによる業務の実施）に反して、当社および一般
送配電事業者の係員の立入りによる業務の実施を正当な理由なく拒否された
場合
ヘ) 29（電気の使用にともなうお客さまの協力）によって必要となる措置を
講じられない場合
ト) 40（需給契約の解除・解約）に該当し、需給契約が解除となった場合
(3) お客さまがその他この供給約款に反した場合には、一般送配電事業者
に、そのお客さまに係る電気の供給停止を依頼することがあります。

(2)お客さまが次のいずれかに該当し、当社もしくは当該一般送配電事業者が
その旨を警告しても改めない場合には、そのお客さまについて電気の供給が
停止されることがあります。
① お客さまの責めとなる理由により保安上の危険がある場合
② 電気工作物の改変等によって不正に電気を使用された場合
③ 契約負荷設備以外の負荷設備によって電気を使用された場合
④ 低圧電力の場合で、電灯または小型機器を使用されたとき。
⑤ 28（需要場所への立入りによる業務の実施）に反して、当社および当該一
般送配電事業者の係員の立入りによる業務の実施を正当な理由なく拒否され
た場合
(3) お客さまがその他この需給約款、託送約款等に反した場合には、電気の
供給が停止されることがあります。

31. 供給停止の解除
30（供給の停止）によって電気の供給を停止した場合（30（供給の停止）
(2)ト）の場合を除きます。）で、お客さまがその理由となった事実を解消
し、かつ、その事実にともない当社に対して支払いを要することとなった債
務を支払われたときには、当社は、すみやかに（次の場合を含みません。）
電気の供給の再開を一般送配電事業者に依頼いたします。

30. 供給停止の解除
29（供給の停止）によって電気の供給を停止した場合で、お客さまがその理
由となった事実を解消したときは、すみやかに電気の供給を再開いたしま
す。

32. 違約金
(1) お客さまが30（供給の停止）(2)イ）から二）までに該当し、そのため
に料金の全部または一部の支払いを免れたとして、当社が一般送配電事業者
から託送供給等約款にもとづき算定された金額を違約金として求められた場
合には、当社はその違約金相当額を申し受けます。

31. 違約金
(1) お客さまが29（供給の停止）(1)②から④までに該当し、そのために料金
の全部または一部の支払いを免れた場合には、当社は、その免れた金額の3倍
に相当する金額を、違約金として申し受けます。
(2) （1）の免れた金額は、不正な使用方法にもとづいて支払いを免れたと当
社が合理的に算定する金額といたします。
(3) 不正に使用した期間が確認できない場合は、6月以内で当社が決定した期
間といたします。

33. 供給の中止または使用の制限もしくは中止
(1) 当社または一般送配電事業者は、次の場合には、供給時間中に電気の供
給を中止し、またはお客さまに電気の使用を制限し、もしくは中止していた
だくことがあります。
イ) 異常渇水等により電気の需給上やむをえない場合
ロ) 一般送配電事業者の電気工作物に故障が生じ、または故障が生ずるおそ
れがある場合
ハ) 一般送配電事業者の電気工作物の修繕、変更その他の工事上やむをえな
い場合
ニ) 非常変災の場合
ホ) その他保安上必要がある場合
(2) (1)の場合には、当社は、あらかじめその旨を当社ホームページ等を通
じてお客さまにお知らせいたします。ただし、緊急やむをえない場合は、こ
の限りではありません。

削除

34. 制限または中止の料金割引
(1) 当社は、33（供給の中止または使用の制限もしくは中止）(1)によっ
て、従量電灯および低圧電力に対する電気の供給を中止し、または電気の使
用を制限し、もしくは中止した場合には、次の割引を行ない料金を算定いた
します。ただし、その原因がお客さまの責めとなる理由による場合は、その
お客さまについては割引いたしません。また、契約対象の供給地点が所在す
る一般送配電事業者の区域に於いて、当該区域のみなし小売電気事業者が当
該割引を行っていない場合には、この割引は適用いたしません。

32. 制限または中止の料金割引
(1) 当社は、託送約款等（給電指令の実施等）に定めるところにより、当該
一般送配電事業者が、低圧で供給するお客さまの電気の使用を制限し、また
は中止した場合には、次の割引を行ない料金を算定いたします。ただし、そ
の原因がお客さまの責めとなる理由による場合は、そのお客さまについては
割引いたしません。また、お客さまの需要場所を供給区域とする旧一般電気
事業者が当該割引を行っていない場合には、そのお客さまについては割引い
たしません。

イ) 割引の対象
基本料金（従量電灯Ａの場合は最低料金および最低料金の再生可能エネル
ギー発電促進賦課金とし、また、東電等の各供給区域における従量電灯Ｂで
最低月額料金の適用を受ける場合は最低月額料金といたします。）といたし
ます。ただし、20（料金の算定）(1)イ）、ロ）の場合は、制限または中止
の日における契約内容に応じて算定される1月の金額といたします。

① 割引の対象
割引の対象は、次の場合を除き、基本料金（力率割引または割増しの適用を
受ける場合はその適用後の基本料金）といたします。
a 東電等の各供給区域における従量電灯
従量電灯Ａの場合は最低料金および最低料金の再生可能エネルギー発電促進
賦課金とし、また、従量電灯Ｂで最低月額料金の適用を受ける場合は最低月
額料金といたします。）
b 関電等の各供給区域における従量電灯
従量電灯Ａの場合は最低料金および最低料金の再生可能エネルギー発電促進
賦課金といたします。なお、20（料金の算定）(1)①、②または③の場合は、
制限または中止の日における契約内容に応じて算定される1月の金額といたし
ます。



変更前 変更後

35. 損害賠償の免責
(1) 33（供給の中止または使用の制限もしくは中止）(1)によって電気の供
給を中止し、または電気の使用を制限し、もしくは中止した場合で、それが
当社の責めとならない理由によるものであるときには、当社は、お客さまの
受けた損害について賠償の責めを負いません。

33. 損害賠償および債務の履行の免責
(1) 託送約款等に定めるところにより、当該一般送配電事業者が接続供給を
停止し、または電気の使用を制限し、もしくは中止した場合で、それが当社
の責めとならない理由によるものであるときには、当社は、お客さまの受け
た損害について賠償の責めおよび需給契約に係る債務の履行の責めを負いま
せん。

36. 設備の賠償
お客さまが故意または過失によって、その需要場所内の一般送配電事業者の
電気工作物、電気機器その他の設備を損傷し、または亡失した場合は、その
設備について賠償していただきます。
(1) 修理可能の場合
修理費
(2) 亡失または修理不可能の場合
帳簿価額と取替工費との合計額

34. 設備の賠償
お客さまが故意または過失によって、その需要場所内の当該一般送配電事業
者の電気工作物、電気機器その他の設備を損傷し、または亡失したことによ
り、当社が当該一般送配電事業者から賠償の請求を受けた場合は、当社は、
その賠償に要する金額をお客さまに支払っていただきます。

37. 需給契約の変更
お客さまが電気の需給契約の変更を希望される場合は、Ⅱ（契約）に定める
新たに電気の需給契約を希望される場合に準ずるものといたします。契約種
別、契約電流、契約容量、および契約電力を変更する場合、契約変更時に当
社が承諾した変更日から契約変更後の供給条件を適用いたします。需給契約
の変更にともない、当社がお客さまに対し、供給条件の説明、契約締結前の
書面交付および契約締結後の書面交付を行なう場合は、2（供給約款の変
更）(3)に準じます。

35. 需給契約の変更
お客さまが電気の需給契約の変更を希望される場合は、Ⅱ（契約の締結）に
定める新たに電気の需給契約を希望される場合に準ずるものといたします。

36. 料金単価の変更
当社は、当該一般送配電事業者の託送約款等が改定された場合、当該お客さ
まの需要場所を供給区域とする旧一般電気事業者の料金が改定された場合、
発電費用等の変動により料金改定が必要となる場合またはその他電気の供給
に関わる情勢に大きな変化がある場合は、次の手順により、需給契約におけ
る新たな料金単価を定めるものといたします。
(1) 当社は、新たな料金単価およびその適用開始予定日（以下「新料金単価
適用開始予定日」といいます。）を新料金単価適用開始予定日の3月前までに
適切と判断した方法にてお客さまに通知いたします。
(2) お客さまと当社は、新たな料金単価および新料金単価の適用開始予定日
について、新料金単価適用開始予定日の15日前までに合意するものといたし
ます。
(3) (2)に定める期限までに、お客さまと当社との間で新たな料金単価および
新料金単価適用開始予定日について合意ができない場合には、お客さままた
は当社の申し出により、新料金単価適用開始予定日に契約の解約ができるも
のといたします。
(4) (1)の当社の通知に対してお客さまが異議を申し立てない場合や、(3)に
より契約の解約が行われない場合は、新料金単価適用開始予定日より、(1)に
おいて当社から通知した新たな料金単価を適用するものといたします。

38. 需給契約の廃止 37. 需給契約の廃止

(1) お客さまが電気の使用を廃止しようとされる場合は、あらかじめその廃
止期日を定めて、当社に通知していただきます。当社は、原則として、お客
さまから通知された廃止期日に需給を終了させるための適当な処置を行いま
す。また、需給が終了した後に当社から原則として需給契約解除の通知を行
います。

(1) お客さまが電気の使用を廃止しようとされる場合は、あらかじめその廃
止期日を定めて、当社に通知していただきます。

(2) 需給契約は、40（需給契約の解除・解約）および次の場合を除き、お客
さまが当社に通知された廃止期日に消滅いたします。
イ) 他の小売電気事業者との需給契約を締結される場合、他の小売電気事業
者との需給契約に基づく供給開始日と同一の日といたします。
ロ) 当社がお客さまの廃止通知を廃止期日の翌日以降に受けた場合は、通知
を受けた日に需給契約が消滅したものといたします。
ハ) 当社の責めとならない理由（非常変災等の場合を除きます。）により需
給を終了させるための処置ができない場合は、需給契約は需給を終了させる
ための処置が可能となった日に消滅するものといたします。

(2) 需給契約は、39（需給契約の解約等）および次の場合を除き、お客さま
が当社に通知された廃止期日に消滅いたします。
① 当社がお客さまの廃止通知を廃止期日の翌日以降に受けた場合は、通知を
受けた日に需給契約が消滅したものといたします。
② お客さまの責めとなる理由により当該一般送配電事業者が需給を終了させ
るための処置ができない場合は、需給契約は需給を終了させるための処置が
可能となった日に消滅するものといたします。
③ 当社との需給契約を廃止し、他の小売電気事業者との需給契約等にもとづ
き当該需要場所において引き続き電気を使用される場合は、お客さまと当社
との協議によって定めた日に需給契約が消滅するものといたします。



変更前 変更後

39. 需給開始後の需給契約の廃止・変更にともなう料金および工事費の精算
お客さまが、契約電流、契約容量または契約電力を新たに設定し、または増
加された日以降 1 年に満たないで電気の使用を廃止しようとし、または契
約電流、契約容量もしくは契約電力を減少しようとされる以下の場合には、
当社は、原則、需給契約の消滅または変更の日に、託送供給等約款に基づき
一般送配電事業者から当社に請求された料金および工事費負担金の精算額を
お客さまから申し受けます。ただし、非常変災等やむをえない理由による場
合を除きます。
(1) 契約電流、契約容量または契約電力を新たに設定された日以降 1 年に
満たないで電気の使用を廃止しようとされる場合
(2) 契約電流、契約容量または契約電力を増加された日以降 1 年に満たな
いで電気の使用を廃止しようとされる場合
(3) 契約電流、契約容量または契約電力を新たに設定された日以降 1 年に
満たないで契約電流、契約容量または契約電力を減少しようとされる場合
(4) 契約電流、契約容量または契約電力を増加された日以降 1 年に満たな
いで契約電流、契約容量または契約電力を減少しようとされる場合

38. 需給開始後の需給契約の廃止または変更にともなう料金および工事費負
担金等相当額の精算
お客さま（東電等の各供給区域における従量電灯Ａ、従量電灯Ｂおよび関電
等の各供給区域における従量電灯Ａのお客さまを除きます。）が、契約容量
または契約電力を新たに設定し、または増加された日以降 1 年に満たないで
電気の使用を廃止しようとし、または契約容量もしくは契約電力を減少しよ
うとされる場合には、当社は、託送約款等に基づき当該一般送配電事業者か
ら当社に請求された料金および工事費負担金等相当額の精算額をお客さまか
ら申し受けます。ただし、非常変災等やむをえない理由による場合を除きま
す。

VI. 供給方法および工事 VII. 供給方法、工事および工事費の負担

42．供給方法および工事
一般送配電事業者が維持および運用する供給設備を介してお客さまが電気の
供給を受ける場合の供給の方法および工事については、託送供給等約款に定
めるところによるものとします。

41．供給方法および工事
当該一般送配電事業者が維持および運用する供給設備を介してお客さまが電
気の供給を受ける場合の供給の方法および工事については、託送約款等に定
めるところによるものといたします。

42. 工事費負担金等相当額の申受け等
(1) 当該一般送配電事業者から、託送約款等にもとづき、お客さまへの電気
の供給にともなう工事等に係る工事費負担金、費用の実費または実費相当額
等の請求を受けた場合は、当社は、請求を受けた金額に相当する金額を工事
負担金等相当額として原則として工事着手前に申し受けます。
(2) 当該一般送配電事業者から、工事完成後、当該工事費等相当額に係る工
事負担金の精算を受けた場合は、当社は、工事費負担金等相当額をすみやか
に精算するものといたします。
(3) 託送約款等にもとづき当社の負担で施設し、または取り付けることとさ
れている設備等については、原則としてお客さまの負担で施設し、または取
り付けていただきます。
(4) お客さまの都合によって需給開始に至らないで申込みを取消または変更
される場合で、当該一般送配電事業者から託送約款等にもとづき費用の実費
または実費相当額等の請求を受けたときは、当社は、請求を受けた金額に相
当する金額を申し受けます。

VII. 保安 Ⅷ. 保安

43. 調査に対するお客さまの協力
(1) お客さまが電気工作物の変更の工事を行なった場合には、その工事が完
成したとき、すみやかにその旨を一般送配電事業者または一般送配電事業者
から委託を受けた経済産業大臣の登録を受けた調査機関に通知していただき
ます。
(2) 一般送配電事業者は、法令で定めるところにより、お客さまの電気工作
物が技術基準に適合しているかどうかを調査いたします。なお，係員は，所
定の証明書を提示いたします。
(3) (2)により一般送配電事業者が調査を行なうにあたり、必要があるとき
は、お客さまの承諾をえて電気工作物の配線図を提示していただきます。

削除

44. 保安に対するお客さまの協力
(1) 次の場合には、お客さまからすみやかにその旨を当社および一般送配電
事業者に通知していただきます。この場合には、一般送配電事業者は、ただ
ちに適当な処置をいたします。
イ) お客さまが、引込線、計量器等その需要場所内の一般送配電事業者の電
気工作物に異状もしくは故障があり、または異状もしくは故障が生ずるおそ
れがあると認めた場合
ロ) お客さまが、お客さまの電気工作物に異状もしくは故障があり、または
異状もしくは故障が生ずるおそれがあり、それが一般送配電事業者の供給設
備に影響を及ぼすおそれがあると認めた場合

削除

(2) お客さまが一般送配電事業者の供給設備に直接影響を及ぼすような物件
（発電設備を含みます。）の設置、変更または修繕工事をされる場合は、あ
らかじめその内容を一般送配電事業者に通知していただきます。また、物件
の設置、変更または修繕工事をされた後、その物件が一般送配電事業者の供
給設備に直接影響を及ぼすこととなった場合には、すみやかにその内容を一
般送配電事業者に通知していただきます。これらの場合において、保安上と
くに必要があるときには、一般送配電事業者は、お客さまにその内容の変更
をしていただくことがあります。

削除

VIII. その他



変更前 変更後

45. 工事費等の負担
(1) 供給開始にともなう工事費等の負担
本契約に基づく供給開始にあたって、当社が一般送配電事業者からお客さま
にかかわる工事費等の費用負担を求められた場合には、お客さまにその工事
費等を負担していただきます。
(2) 契約変更にともなう工事費等の負担
お客さまの契約電力の変更により、当社が一般送配電事業者から工事等の費
用負担を求められた場合には、お客さまにその工事費等を負担していただき
ます。

削除

(3) 設備の位置変更にともなう工事費等の負担
お客さまが一般送配電事業者の設備に係わる工事等を一般送配電事業者に依
頼し、当社が一般送配電事業者からその工事費等の費用負担を求められた場
合には、お客さまにその工事費等を負担していただきます。
(4) 契約電力変更後に需給契約を廃止または契約電力を再変更する場合の工
事費等の負担
お客さまの都合により、一旦契約電力を変更したうえで、さらにお客さまの
都合により中途で需給契約を廃止し、またはさらに変更した結果、当社が一
般送配電事業者からその工事費等の費用負担を求められた場合には、お客さ
まにその工事費等を負担していただきます。

削除

(5) その他工事費等の負担
その他お客さまの都合にもとづく事情により当社が一般送配電事業者から託
送供給等約款にもとづき工事費等の費用負担を求められた場合には、お客さ
まにその工事費等を負担していただきます。
(6) 本項の適用
お客さまの都合によって供給開始に至らないで本契約を廃止または変更され
る場合であっても本項の規定が適用されます。

削除

別表 別表

1. 再生可能エネルギー発電促進賦課金
(1) 再生可能エネルギー発電促進賦課金単価
再生可能エネルギー発電促進賦課金単価は、再生可能エネルギー特別措置法
第36条第2 項に定める納付金単価に相当する金額とし、電気事業者による再
生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法第三十二条第二項の規定に
基づき納付金単価を定める告示（以下「納付金単価を定める告示」といいま
す。）および回避可能費用単価等を定める告示により定めます。

1. 再生可能エネルギー発電促進賦課金
(1) 再生可能エネルギー発電促進賦課金単価
再生可能エネルギー発電促進賦課金単価は、再生可能エネルギー特別措置法
第36条第2項に定める納付金単価に相当する金額とし、電気事業者による再生
可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法第三十二条第二項の規定に基
づき納付金単価を定める告示（以下「納付金単価を定める告示」といいま
す。）により定めます。

(2) 再生可能エネルギー発電促進賦課金単価の適用
(1)に定める再生可能エネルギー発電促進賦課金単価は、当該再生可能エネ
ルギー発電促進賦課金単価に係る納付金単価を定める告示がなされた年の4
月の検針日から翌年の4 月の検針日の前日までの期間に使用される電気に適
用いたします。

(2) 再生可能エネルギー発電促進賦課金単価の適用
(1)に定める再生可能エネルギー発電促進賦課金単価は、当該再生可能エネル
ギー発電促進賦課金単価に係る納付金単価を定める告示がなされた年の5月の
料金に係る計量期間等の始期から翌年の4 月の料金に係る計量期間等の終期
までの期間に使用される電気に適用いたします。

(3) 再生可能エネルギー発電促進賦課金の算定 (3) 再生可能エネルギー発電促進賦課金の算定

イ) 再生可能エネルギー発電促進賦課金は、その1 月の使用電力量に(1)に
定める再生可能エネルギー発電促進賦課金単価を適用して算定いたします。
ただし、従量電灯Ａの場合は、最低料金の再生可能エネルギー発電促進賦課
金は、最低料金適用電力量に(1)に定める再生可能エネルギー発電促進賦課
金単価を適用して算定いたします。また、東電等の各供給区域における従量
電灯Ａの場合には、電力量料金の再生可能エネルギー発電促進賦課金は、そ
の1 月の使用電力量から最低料金適用電力量を差し引いたものに(1)に定め
る再生可能エネルギー発電促進賦課金単価を適用して算定いたします。な
お、再生可能エネルギー発電促進賦課金の計算における合計金額の単位は、
1 円とし、その端数は、切り捨てます。

① 再生可能エネルギー発電促進賦課金は、その1月の使用電力量に(1)に定め
る再生可能エネルギー発電促進賦課金単価を適用して算定いたします。ただ
し、東電等および関電等の各供給区域における従量電灯Ａの場合は、最低料
金の再生可能エネルギー発電促進賦課金は、最低料金適用電力量に(1)に定め
る再生可能エネルギー発電促進賦課金単価を適用して算定いたします。ま
た、電力量料金の再生可能エネルギー発電促進賦課金は、その1月の使用電力
量から最低料金適用電力量を差し引いたものに(1)に定める再生可能エネル
ギー発電促進賦課金単価を適用して算定いたします。なお、再生可能エネル
ギー発電促進賦課金の計算における合計金額の単位は、1 円とし、その端数
は、切り捨てます。

ロ) お客さまの事業所が再生可能エネルギー特別措置法第37条第1 項の規定
により認定を受けた場合で、お客さまから当社にその旨を申し出ていただい
たときの再生可能エネルギー発電促進賦課金は、次のとおりといたします。
(イ) お客さまからの申出の直後の4 月の検針日から翌年の4 月の検針日
（お客さまの事業所が再生可能エネルギー特別措置法第37条第5 項または第
6 項の規定により認定を取り消された場合は、その直後の検針日といたしま
す。）の前日までの期間に当該事業所で使用される電気に係る再生可能エネ
ルギー発電促進賦課金は、イにかかわらず、イによって再生可能エネルギー
発電促進賦課金として算定された金額から、当該金額に再生可能エネルギー
特別措置法第37条第3 項に規定する政令で定める割合として電気事業者によ
る再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法施行令に定める割合を
乗じてえた金額（以下「減免額」といいます。）を差し引いたものといたし
ます。なお、減免額の単位は、 1 円とし、その端数は、切り捨てます。

②お客さまの事業所が再生可能エネルギー特別措置法第37条第1項の規定によ
り認定を受けた場合で、お客さまから当社にその旨を申し出ていただいたと
きの再生可能エネルギー発電促進賦課金は、 お客さまからの申出の直後の5
月の料金に係る計量期間等の始期から翌年の4 月の料金に係る計量期間等の
終期（お客さまの事業所が再生可能エネルギー特別措置法第37条第5項または
第6項の規定により認定を取り消された場合は、当該認定を取り消された日を
含む計量期間等の終期といたします。）までの期間に当該事業所で使用され
る電気に係る再生可能エネルギー発電促進賦課金は、①にかかわらず、①に
よって再生可能エネルギー発電促進賦課金として算定された金額から、当該
金額に再生可能エネルギー特別措置法第37条第3項第1号よって算定された金
額に再生可能エネルギー特別措置法第37条第3項第2号に規定する政令で定め
る割合として電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別
措置法施行令に定める割合を乗じてえた金額（以下「減免額」といいま
す。）を差し引いたものといたします。なお、減免額の単位は、 1 円とし、
その端数は、切り捨てます。

2. 燃料費調整 2. 燃料費調整



変更前 変更後

(1) 燃料費調整額の算定
イ) 平均燃料価格

α、β、γは各一般送配電事業者の各供給区域別に当該供給区域のみなし小
売電気事業者の特定小売供給約款に定める数値に準ずるものとします（特定
小売供給約款が改正された場合は、改正後の特定小売供給約款に準じま
す。）。
なお、各平均燃料価格算定期間における1 キロリットル当たりの平均原油価
格、 1 トン当たりの平均液化天然ガス価格および1 トン当たりの平均石炭
価格の単位は、 1 円とし、その端数は、小数点以下第1 位で四捨五入いた
します。

(1) 燃料費調整額の算定
① 平均燃料価格
α、β、γはお客さまの需要場所を供給区域とする旧一般電気事業者の電気
需給約款に定める数値に準ずるものとします（電気需給約款が改正改定され
た場合は、改定後の当該電気需給約款に準じます。）。
なお、各平均燃料価格算定期間における1キロリットル当たりの平均原油価
格、 1 トン当たりの平均液化天然ガス価格および1 トン当たりの平均石炭価
格の単位は、 1 円とし、その端数は、小数点以下第1位で四捨五入いたしま
す。

ロ) 燃料費調整単価
燃料費調整単価は、各契約種別ごとに次の算式によって算定された値といた
します。なお、燃料費調整単価の単位は、1銭とし、その端数は、小数点以
下第1位で四捨五入いたします。
※各式で用いるｘ、ｙは各一般送配電事業者の各供給区域別に当該供給区域
のみなし小売電気事業者の特定小売供給約款に定める数値に準ずるものとし
ます（特定小売供給約款が改正された場合は、改正後の特定小売供給約款に
準じます。）。

② 燃料費調整単価
燃料費調整単価は、各契約種別ごとに次の算式によって算定された値といた
します。なお、燃料費調整単価の単位は、1銭とし、その端数は、小数点以下
第1位で四捨五入いたします。
※各式で用いるｘ、ｙはお客さまの需要場所を供給区域とする旧一般電気事
業者の電気需給約款に定める数値に準ずるものとします電気需給約款が改定
された場合は、改定後の電気需給約款に準じます。）。

ハ) 燃料費調整単価の適用
各平均燃料価格算定期間の平均燃料価格によって算定された燃料費調整単価
は、その平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間に使用さ
れる電気に適用いたします。
(イ) 各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間は次のと
おりといたします。

③ 燃料費調整単価の適用
各平均燃料価格算定期間の平均燃料価格によって算定された燃料費調整単価
は、その平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間に使用さ
れる電気に適用いたします。
なお、各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間は、次の
とおりといたします。

ニ) 燃料費調整額
燃料費調整額は、その1 月の使用電力量にロによって算定された燃料費調整
単価を適用して算定いたします。ただし、東電等の各供給区域における従量
電灯Ａの場合は、最低料金の燃料費調整額は、最低料金適用電力量にロに
よって算定された燃料費調整単価を適用して算定いたします。また、電力量
料金の燃料費調整額は、その1 月の使用電力量から最低料金適用電力量を差
し引いたものにロによって算定された燃料費調整単価を適用して算定いたし
ます。

④ 燃料費調整額
燃料費調整額は、その1月の使用電力量に②によって算定された燃料費調整単
価を適用して算定いたします。ただし、東電等の各供給区域における従量電
灯Ａおよび関電等の各供給区域における従量電灯Ａの場合は、最低料金の燃
料費調整額は、最低料金適用電力量に②によって算定された燃料費調整単価
を適用して算定いたします。また、電力量料金の燃料費調整額は、その1月の
使用電力量から最低料金適用電力量を差し引いたものに②によって算定され
た燃料費調整単価を適用して算定いたします。

(2) 基準単価
基準単価は、平均燃料価格が1,000円変動した場合、各一般送配電事業者の
各供給区域別に当該供給区域のみなし小売電気事業者の特定小売供給約款に
定める数値に準ずるものとします（特定小売供給約款が改正された場合は、
改正後の特定小売供給約款に準じます。）。

(2) 基準単価
基準単価は、平均燃料価格が1,000円変動した場合、お客さまの需要場所を供
給区域とする旧一般電気事業者の電気需給約款に定める数値に準ずるものと
します（電気需給約款が改定された場合は、改定後の電気需給約款に準じま
す。）。

6. 日割計算の基本算式
(1) 日割計算の電気料金の基本算式は、次のとおりといたします。なお、算
定された電力量の単位は、1kwhとして、その端数は、小数点以下第1位で四
捨五入いたします。

6. 日割計算の基本算式
(1) 日割計算の基本算式は、次のとおりといたします。なお、算定された電
力量の単位は、1キロワット時として、その端数は、小数点以下第1位で四捨
五入いたします。



変更前 変更後

イ) 料金計算が従量料金のみ
電力使用量×従量単価

① 基本料金、最低料金または最低月額料金を日割りする場合

ロ) 基本料金の場合
(イ) 基本料金

② 東電等の各供給区域における従量電灯の料金適用上の電力量区分を日割り
する場合

(ロ) 電力量料金
電力使用量×電力使用量別段階従量単価

③ 関電等の各供給区域における従量電灯の料金適用上の電力量区分を日割り
する場合

(2) 電気の供給を開始し、もしくは需給契約が消滅した場合の(1)イ）およ
びロ）、または19（使用電力量の計量）(2)にいう検針期間の日数は、次の
とおりといたします。
イ) 電気の供給を開始した場合
開始日の直前のそのお客さまの属する検針区域の検針日から、需給開始の直
後の検針日の前日までの日数といたします。
ロ) 需給契約が消滅した場合
消滅日の直前の検針日から、当社が次回の検針日としてお客さまにあらかじ
めお知らせした日の前日までの日数といたします。
(3) 供給停止期間中の料金の日割計算を行なう場合は、(1)ロ）（イ）の日
割計算対象日数は、停止期間中の日数といたします。この場合、停止期間中
の日数には、電気の供給を停止した日を含み、電気の供給を再開した日は含
みません。また、停止日に電気の供給を再開する場合は、その日は停止期間
中の日数には含みません。

(2) 電気の供給を開始し、または需給契約が消滅した場合の(1)にいう検針計
量期間等の日数は、次のとおりといたします。
① 電気の供給を開始した場合
開始日を含む計量期間等の日数といたします。
ロ)② 需給契約が消滅した場合
消滅日の前日を含む計量期間等の日数といたします。
(3) 供給停止期間中の料金の日割計算を行なう場合は、(1)の日割計算対象日
数は、停止期間中の日数といたします。この場合、停止期間中の日数には、
接続供給を停止した日を含み、接続供給を再開した日は含みません。また、
停止日に電気の接続供給を再開する場合は、その日は停止期間中の日数には
含みません。

7. 離島ユニバーサルサービス調整
(1) 離島ユニバーサルサービス調整額の算定
① 離島平均燃料価格
原油換算値1キロリットル当たりの離島平均燃料価格は、貿易統計の輸入品の
数量および価額の値にもとづき、次の算式によって算定された値といたしま
す。
なお、離島平均燃料価格は、100円単位とし、100円未満の端数は、10円の位
で四捨五入いたします。
離島平均燃料価格＝Ａ×α＋Ｂ×β＋Ｃ×γ
Ａ＝各離島平均燃料価格算定期間における1キロリットル当たりの平均原油価
格
Ｂ＝各離島平均燃料価格算定期間における1トン当たりの平均液化天然ガス価
格
Ｃ＝各離島平均燃料価格算定期間における1トン当たりの平均石炭価格

α、β、γは九州電力株式会社の電気需給約款に定める数値に準ずるものと
いたします（当該電気需給約款が改正された場合は、改正後の当該電気需給
約款に準じます。）。
なお、各離島平均燃料価格算定期間における1キロリットル当たりの平均原油
価格、1トン当たりの平均液化天然ガス価格および1トン当たりの平均石炭価
格の単位は、1円とし、その端数は、小数点以下第1位で四捨五入いたしま
す。



変更前 変更後

② 離島ユニバーサルサービス調整単価
離島ユニバーサルサービス調整単価は、次の算式によって算定された値とい
たします。
なお、離島ユニバーサルサービス調整単価の単位は、1銭とし、その端数は、
小数点以下第1位で四捨五入いたします。
※各式に用いるｘ、ｙは九州電力株式会社の電気需給約款に定める数値に準
ずるものといたします（当該電気需給約款が改正された場合は、改正後の当
該電気需給約款に準じます）。

a 1キロリットル当たりの離島平均燃料価格がｘ円を下回る場合
離島ユニバーサルサービス調整単価＝（ｘ円―離島平均燃料価格）×（2）の
離島基準単価／1,000

b 1キロリットル当たりの離島平均燃料価格がｘ円を上回り、かつ、ｙ円以下
の場合
離島ユニバーサルサービス調整単価＝（離島平均燃料価格―ｘ円）×（2）の
離島基準単価／1,000

c 1キロリットル当たりの離島平均燃料価格がｙ円を上回る場合の離島平均燃
料価格は、ｙ円といたします。

③ 離島ユニバーサルサービス調整単価の適用
各離島平均燃料価格算定期間の離島平均燃料価格によって算定された離島ユ
ニバーサルサービス調整単価は、その離島平均燃料価格算定期間に対応する
離島ユニバーサルサービス調整適用期間に使用される電気に対し次のとおり
適用いたします。

④ 離島ユニバーサルサービス調整額
離島ユニバーサルサービス調整額は、その1月の使用電力量に②によって算定
された離島ユニバーサルサービス調整単価を適用して算定いたします。ただ
し、東電等の各供給区域における従量電灯Ａおよび関電等の各供給区域にお
ける従量電灯Ａの場合は、最低料金の離島ユニバーサルサービス調整額は、
最低料金適用電力量に②によって算定された離島ユニバーサルサービス調整
単価を適用して算定いたします。また、電力量料金の離島ユニバーサルサー
ビス調整額は、その1月の使用電力量から最低料金適用電力量を差し引いたも
のに②によって算定された離島ユニバーサルサービス調整単価を適用して算
定いたします。

(2) 離島基準単価
離島基準単価は、離島平均燃料価格が1,000円変動した場合の値とし、九州電
力株式会社の電気需給約款に定める数値に準ずるものといたします（当該電
気需給約款が改正された場合は、改正後の当該電気需給約款に準じます）。
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